（様式第８）
＜全国統一管理番号（10桁）＞
平成３１年 １ 月 １０ 日
※年度が変わる際は十分注意して下さい

全国商工会連合会　会長　殿

  　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　沖縄県〇〇町字〇〇１-２-３
名　　称　○○○○株式会社※申請時の住所・名称・役職・名称を確認のうえご記入ください。

代表者の役職・氏名代表取締役　沖縄　太郎　印
※共同申請の場合は連名

平成２９年度補正予算　小規模事業者持続化補助金に係る
補助事業実績報告書

小規模事業者持続化補助金交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記

１．補助事業名（補助金交付決定通知書の日付を記載のこと。）
　　　　小規模事業者持続化補助金事業
　　　　（平成３０年７月１９日交付決定）補助対象事業の開始日を記入して下さい
※上記の交付決定日以降


２．事業期間
　　　　開始　　平成３０年　８月　１日事業が完了した日を記入して下さい。
※全ての支払いを終了した日以降
平成30年12月31日までに終了して下さい

　　　　終了　　平成３０年１１月３０日

３．実施した補助事業の概要
（１）事業者名
○○○○株式会社
（２）事業名
申請書類の中の（様式３）補助事業計画書「１．補助事業で行う事業名」を転記してください。
（３）事業の具体的な取組内容
申請書類の中の（様式３）補助事業計画書「２．補助事業の具体的内容」を参考に取り組んだ内容を記入してください。（変更申請等を行った場合は、変更内容を加味して記入してください。）
※1.販路開拓等の取組内容については、実際に行った内容を具体的に必ず記載して下さい。（本事業は販路開拓が主となるため、その取組内容が記載されない場合は承認されません）

例）
①広報費：チラシ作成＆配布
印刷会社に依頼して新たな○○○サービスに関するチラシを５００部作成し、８月２０日から２７日にかけて店頭で従業員と共に配布することで、幅広い年代層の集客を図った。

②広報費：HP作成
当店の新たな○○○サービスを紹介するために、ホームページを制作し○月○日より公開した。なお、ホームページへの誘導や回遊性を高める工夫としてスマートフォンの最適化を行った。
　　　ＵＲＬアドレス（https://・・・・・・・・・・・・）

③外注費：内装工事
店舗のバリアフリー化工事（手すりの設置、段差の解消を８月１日から１０日まで実施）を外注し、高齢者の集客力向上を図った。

（４）事業成果（概要）
本事業が行われることによって、どのような成果が得られたのか記載してください。数字や顧客からの感想等、具体的な反応も記載してください。
例）
①広報費：チラシ作成＆配布による成果
本事業で実施したチラシ作成により、特に○○で配布したチラシを手にした中・高年女性からの問い合わせが多く、これが売上増につながった主な要因である。

②広報費：HP作成による成果
本事業でHPを分かりやすく一新したことで、アクセス数が増え今後の問合せや受注増が期待できる。具体的には、HPを閲覧した顧客から「○○」「○○」という問い合わせがあり、30件の問い合わせの内、10件、100千円の注文に繋がった。

③外注費：内装工事による成果
内装工事を行ったことで、お客様に喜んでもらえている。特に高齢者の方から
次のような意見があった。
・店の雰囲気が明るくなり、買い物が楽しくなった。商品が見やすくなった
・入口の段差がなく　なったことで、一人でも買い物に来ることができるようになった。

※2.計画に補助対象外経費として計上している取組については、計画にある限り実行し、成果を記載し、その証拠書類も提出してください。

（５）事業経費の状況
　　　・支出内訳書（別紙３）
変更承認を必要としない軽微な変更の場合は、変更内容を記載して下さい。
（６）本補助事業がもたらす効果等
　　　　（４）事業成果（概要）によって、今後想定される事業への効果等を記載して下さい。（見込みや今後の事業展開等）
　　　　例）
チラシ配布による商品PR効果は、当初予想を上回る反響があった。このまま順調に目標数値に近づくと、現在の従業員数では、処理しきれないため、今後、従業員の増員を検討している。

HPを一新したことで顧客より評価を得ている。定期的に新商品やイベント情報を
アップして、この評価を持続させて行きたい。本事業をきっかけに、今まで取引が
なかった町内企業からも問い合わせがあり、新規の取引に繋がることが期待でき
る。また今後、高齢者の方が当社のファンになってくることで、安定した売上が期
待できる。
（７）本補助事業の推進にあたっての改善点、意見等
※ご意見があればご記入下さい


４．「従業員の賃金を引き上げる取組」について（該当者のみ）
　　＊「従業員の賃金を引き上げる取組」により５０万円を超える補助金の交付を受けよ
うとする場合は、下欄にチェックを付したうえで、以下、記載してください。
（共同申請の場合は、本件に該当する参画事業者ごとに記載）　
　　
	☑該当する
	※共同申請の場合、本件に該当
する参画事業者名
	


　　　（注）共同申請で、本件に該当する参画事業者が複数ある場合は、以下の表を該当事業者分追加（コ
ピー）し、それぞれの参画事業者ごとに記載してください。

	
【該当事業者名：○○○○株式会社　　　】
(共同申請で、本件に該当する参画事業者が複数ある場合のみ記入)

○事業者内最低賃金引き上げ確認期間（３か月）の設定期間
	
　平成３０年　８月　１日　～　平成３０年１０月３１日


　　　　　　　（注）「事業者内最低賃金引き上げ確認期間」の始期は、
　　　　　　　　　　　1)「１．」の「交付決定日」以前に実際の引き上げ実施の場合：
⇒交付決定日が始期（ここから３か月間）
　　　　　　　　　　　2)「１．」の「交付決定日」後に実際の引き上げ実施の場合：
⇒実際の引き上げ実施日が始期（ここから３か月間）
[bookmark: _GoBack]となります。

○事業者内最低賃金引き上げ確認期間経過後に提出いただく
①「賃金引き上げ状況報告書」（様式第９）
②引き上げ後の事業者内最低賃金額を追記または記載した就業規則　　　
　等
③賃金支払い対象者全員に係る賃金台帳の写し（事業者内最低賃金引
き上げ確認期間のもの）
　　　　④「時間換算額」算出根拠表（別紙５）＊月給制の対象労働者がいる場合
　　　の提出時期について（いずれか該当するものに○）
　　　　　（○）この実績報告書に添付して提出しています。
　　　　　（　　）事業者内最低賃金引き上げ確認期間が終了していないため、
後日、期間終了後速やかに提出します。
　　　　　　　　（提出予定日：　平成　　年　　月　　日）





